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 長距離レーザー距離計を用いた天然ダム形状の計測 

内田太郎* 吉野弘祐** 清水武志*** 石塚忠範**** 小竹利明***** 
 

1．はじめに 1 

地震や豪雨により生じた天然ダムでは、天然ダ

ム上流に溜まった水が越流することにより、天然

ダムを形成した土塊にて急激な侵食が生じること

がある。これにより大量な水と土砂が流出し、下

流に甚大な被害を及ぼすことがある 1)。このよう

な天然ダムによる被害を軽減するためには、早期

に天然ダムを発見し、形状を把握するとともに、

被害の規模及び生じるおそれのある範囲を推定す

ることが重要となる。近年、被害の規模の推定に

あたって越流による天然ダムの侵食過程をモデル

化した数値シミュレーション手法が提案され 2)、

天然ダムの位置や形状などが把握できれば天然ダ

ムにおける越流侵食状況を良好に再現できること

が報告されてきた3)。 
天然ダムの早期発見、形状把握に関しては、航

空機搭載型のレーザープロファイラーによる方法

が検討され、早期に天然ダムが発見可能なこと 4)

や、詳細な天然ダムの形状が把握可能であること

5)が示されてきた。しかし、依然として、レー

ザープロファイラーによる計測の場合は、機器が

非常に高価な上、計測・解析に専門的な技術が必

要であり、解析に時間を要することなどが課題と

なっている。 
一方、これまでの数値計算を用いた研究などに

より、越流により天然ダムが侵食される際のピー

ク流出量は、天然ダムの高さ、天然ダム下流側の

縦断勾配（図-1）の影響が大きいことが明らかに

されてきた 6)。すなわち、天然ダムの高さ、下流

側の縦断勾配を簡易に早期に計測することができ

れば、数値シミュレーションの技術を用いて、天

然ダムにより下流で被害の生じるおそれのある範

囲を速やかに推定できる可能性がある。 
そこで、本研究では、長距離計測可能なレー

ザー距離計を用いて天然ダムの高さ、下流側の縦

断勾配を早期に計測する手法について、有効性を

──────────────────────── 
A measurement method for landslide dam geometry using 
laser rangefinder 

検討した。さらに、本研究では大規模地震時など

山間部へのアクセスが困難になる場合を想定し、

ヘリコプターからの計測の可否について検討した。 

2．検討した手法 

本研究で用いたレーザー距離計は、計測者と計

測の目標地点の2点間の距離、方位角、仰角・伏

角の3項目の計測が可能である。用いた距離計の

スペックは表-1に示した。さらに、レーザー距離

計と市販の携帯型GPSとを接続することにより、

計測者と計測の目標地点の2点間の距離、方位角、

仰角・伏角の計測結果から自動的に目標地点の緯

度、経度、標高の計測ができる。そこで、本研究

では、レーザー距離計とGPSを用いて天然ダム

の越流開始点（天然ダムの各横断面における最低

標高のうち最も標高の高い地点）と天然ダムを形

成している土塊の下流末端（図-1参照）の緯度、

経度、標高の計測を行い、精度の検証を行った。 

 
図-1 天然ダムの概念図  

表-1 用いたレーザー距離計のスペック  

計測距離 5 m～4,000 m
倍率 5 x

レーザー波長 1550 nm
測距 ±5 m

測角（方位角） ±0.57 °精度

測角（仰角） ±0.17 °

計測距離 5 m～4,000 m
倍率 5 x

レーザー波長 1550 nm
測距 ±5 m

測角（方位角） ±0.57 °精度

測角（仰角） ±0.17 °  
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写真-1 沼倉裏沢の天然ダム（2010年9月27日撮影） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-2 計測風景 
 

なお、ヘリコプター内では、ヘリコプター本体

やその他計器による磁場の影響をレーザー距離計

内部の方位角計測センサーが影響を受ける可能性

が考えられた。そこで、本研究では、あらかじめ

計測に用いる場合と同じレーザー距離計及びヘリ

コプター（国土交通省東北地方整備局「みちのく

号」）を用いて既知の目標物を計測し、方位角計

測センサーの補正を行った。 

3．検証方法 

3.1 検討対象 
本研究では、2008年6月岩手宮城内陸地震で生

じた天然ダムのうち、沼食裏沢地区で生じた天然

ダムを対象とした（写真 -1）。沼食裏沢地区の天

然ダムは地震から1週間後の2008年6月21日未明

に自然に越流し、天然ダムが侵食された。沼倉裏

沢地区の天然ダムの詳細については参考文献 7)を

参照されたい。侵食後の天然ダム高さ及び越流開

始点から下流末端までの水平距離は、後述のレー

ザープロファイラーデータによると、それぞれ約

25m、約500mである。 

3.2 方法  
手法の検証は、国土交通省東北地方整備局と土

木研究所で行った天然ダムを想定した緊急調査に

関する訓練にあわせて行った。同訓練は2011年1
月26及び27日に行われ、26日に室内でレーザー

距離計の使用方法について訓練を行った上で、翌

日にヘリコプターからレーザー距離計を用いた天

然ダムの計測を行った。 
計測は訓練に参加した東北地方整備局の職員が

行った。計測を行った職員は全員レーザー距離計

による計測ははじめてであった。同訓練では3人
一組、計4組で計測を行い、交代で3人とも天然

ダムの越流開始点または天然ダムを形成している

土塊の下流末端のいずれか1点を計測した。 
はじめに、目標地点を視認しやすい場所に、ヘ

リコプターを誘導した上で、デジタルカメラで計

測の目標地点周辺の写真を撮影した。次に、同じ

組の3人で写真をカメラのモニターで見ながら協

議し、目標の詳細な位置を特定した。すなわち、

どこが計測の目標とすべき天然ダムの越流開始点

かまたは天然ダムを形成している土塊の下流末端

かを特定する訓練を行った、その上で、1人の計

測者が1つの計測目標地点を連続して5回（一部3
回）計測した。計測終了後、計測の目標とした地

点をあとから確認できるように、画面の中央に目

標とした地点が位置するように再度写真を撮影し

た。続いて、計測する職員が交代し、次の計測目

標地点にヘリコプターを移動させた上で、前述の

方法に従い次の地点の計測を行った。なお、今回

の計測において、ヘリコプターと計測対象との距

離は約400mであった。 

 
図-2 測定結果の平面図  

（黒丸は計測者が目標とした地点、星印は測定結果）  
 



土木技術資料 53-5(2011) 
 
 

 

－ 24 － 

一方、2009年 4月取得のレーザープロファイ

ラーデータを用いて、天然ダムの越流開始点及び

天然ダム下流末端の緯度、経度、標高を求めた。

その上で、計測結果と比較し、本手法の適用性を

検討した。ただし、GPSの出力値を転記する際

の明らかなミスと考えられるデータについては以

下の検討から除外した。 

4．検証結果 

4.1 目標の設定 
 図-2に、レーザープロファイラーデータを用い

て作成した地形図上に計測された緯度経度及びデ

ジタルカメラのデータから特定した計測の目標と

した地点を示した。また、図には定義（図 -1参
照）とレーザープロファイラーデータから天然ダ

ム越流開始点と土塊の下流末端と考えられる地点

を示した。図に示したように、天然ダム越流開始

点の計測者のうち1名は、実際の越流開始点より

120ｍ下流の地点を目標に計測を行った。また、

天然ダム土塊の下流末端の計測者のうち2名が80
ｍ上流の地点を目標としていた。一方、6名の計

測者は、レーザープロファイラーデータから求め

た天然ダム越流開始点又は土塊の下流末端を目標

として計測を行った。 

4.2 緯度経度の測定結果 
 次に、図 -3aに緯度経度の計測結果と目標地点

の緯度経度から求めた水平距離の差位の頻度分布

を示した。図に示したように半数以上の計測結果

と実際との差位は、40m以下であった。しかし、

差位は大きい場合は100m以上に達した。 
図 -3aに示した差位は、①前節で示した誤った

目標設定による差位と②計測による誤差の両者が

含まれている。そこで、①の影響を取り除くため

に図 -3bには、目標を概ね正しく特定できた計測

者の計測結果（図-2中に青または赤実線で囲んだ

範囲の結果）のみを用いて、計測結果と実際との

差位を示した。さらに、目標を正しく特定できた

計測者を対象に、5回の計測結果の平均から最も

はずれた2回の結果を除き、残った3回から緯度

経度を算出し、実際との差位を求めた（図-3c）。
図 -3bに示したように、目標を正しく特定できた

場合、計測と実際の差位は最大で40mであった。

さらに、約80％の確率で差位は30m以下であっ

た。さらに、5回計測し、うち平均に近い3回を

用いて平均した場合、差位は40m以下で、2/3の
計測者が20m以下であった。 
4.3 標高の測定結果 
 緯度経度の検討同様、図-4a～cに、全計測結果

と実際の標高との差位、目標を概ね正しく特定で

きた場合の計測結果と実際の標高との差位、目標
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図-3 測定結果と実際の水平方向の差位：(a)全結  

果、(b) 目標を正しく特定できた計測結果、  
(c) 目標を正しく特定できた計測者の平均  
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図-4 測定結果と実際の鉛直方向の差位：(a)全結果、  
      (b) 目標を正しく特定できた計測結果、(c) 目  

標を正しく特定できた計測者の平均  
 

差位（m） 
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を正しく特定できた計測者の結果のうち最大最小

の計測結果を省いた3回の平均と実際の標高との

差位をそれぞれ示した。 
 図 -4aに示すように、計測によっては実際の標

高より50m以上高く計測される場合、20m以上低

く計測される場合がみられた。しかし、目標を正

しく特定できた場合は、どちらかと言うと高めに

計測される場合が多いものの、＋30m～－20mの

範囲におさまっていた（図-4b）。さらに、目標を

正しく特定できた計測者の最大最小の計測結果を

省いた3回の平均は、＋10m～－5mの範囲であり、

2/3の計測者は±5m以内であり、良好な結果で

あった。 

5．まとめと今後の課題 

 大規模な斜面崩壊等に起因する天然ダムが形成

した場合に、数値計算による被害推定に及ぼす影

響が大きい天然ダムの形状を速やかに計測する手

法として、長距離レーザー距離計を用いた計測手

法を提案し、実証実験を行った。その結果、それ

以前にまったく計測の経験のないものであっても、

目標地点を正しく特定できれば、ヘリコプターか

らでも、水平方向に20m以内、鉛直方向に概ね

5m以内の精度で計測できることが確かめられた。

また、今回、実証実験を行った参加者は同手法に

よる計測の経験がなかったことを考えると、訓練

を積めば、精度が向上することと考えられる。  
 一方で、今回は既に越流が生じている天然ダム

において計測を行った。このことは、越流開始以

前と比べて、天然ダムの越流開始点、形成土塊の

下流末端などの位置を特定しやすかったと考えら

れる。しかしながら、計測者の一部は、目標地点

を正しく特定できず、実際と大きな差位を生むこ

とになった。このことは、長距離レーザー距離計

を用いた天然ダム形状の計測を精度よく行うため

には、目標地点を正しく特定することが重要であ

り、正しい目標計測地点を特定する訓練がきわめ

て重要であると考えられる。 
 また、緊急時には調査においても各種の制約を

受ける可能性が高く、ここで示した方法に限らず、

多くの手法を準備し、適切に組み合わせることが

望ましいと考えられる。 
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